




経済研究所 / Institute of Developing
















































への効果を検証する。具体的には第 ₂ 節で違法伐採対策，第 3節で森林認証，



























Pemanfaatan Hasil Hutan Kayu: IUPHHK）で，もう一つはほかの用途に転換す
るために森林を伐採できる木材利用許可（Izin Pemanfaatan Kayu: IPK）である。










































　欧州連合（European Union: EU）の違法伐採対策は FLEGT（Forest Law En-
forcement Governance and Trade）を軸に展開してきた。EC（2007a）によると，
欧州委員会は2002年 ₄ 月，EU の違法伐採対策について話し合う国際ワーク



















材のみを EU に輸入するライセンススキームの構築である。つまり VPA の
重要な部分として，生産国における TLAS（Timber Legality Assurance System）
の開発とライセンススキームの実施のための期限つきの行動計画が含まれて
いる。TLAS には ₂ 種類のアプローチがある。一つは輸出される木材ごとに
許可機関によってライセンスを与えるシステムで，もう一つはすべての木材
の合法性を確保できる業者にライセンスを与えるシステムである。いずれに
しても，TLAS のシステムは EU と VPA 相手国の代表からなる共同実施委員
会（Joint Implementation Committee）によってモニタリングされる。





　しかし VPA のシステムを構築した国が合法木材を EU に輸出しても，他
方で安価な違法伐採材が EU 市場に出回ってしまうと，VPA 諸国の木材の競
争力がなくなり合法性を確保するインセンティブを削ぐことになりかねない。
これを防ぐために，2010年10月に EU では EU 市場における違法伐採材の取
引を禁止する「EU 木材法」（EU Timber Regulation）が成立し，2013年 3 月に
発効した。対象品目は合板・ボード類・家具・紙パルプなどであり，幅広い
林産物に適用される。木材や林産物を取引する業者は違法に伐採生産された
林産物を EU 市場で取引することを禁じられ，はじめに EU 市場に入るとき
にそのリスクを最小にするようなデュー・デリジェンス（due diligence）⑸を




































































































est Products Association of Canada）の要求で創設された CSA（Canadian Standards 
Association ）や，全米林産物製紙協会（American Forest and Paper Association）
が後押しした米国の SFI（Sustainable Forestry Initiatives），そして，オースト
リア・フランス・フィンランド・ドイツ・ノルウェー・スウェーデンの森林
所有者の後押しで設立されたもので小規模森林所有者に適した認証といわれ






　しかし根本（2011）によると，「2011年 ₈ 月現在，FSC の認証森林面積は







　それに対抗するため，FSC は FSC 材に FSC 材より基準の緩いコントロー
ル材を混入する木材コントロール認証（Controlled Wood Certification: CWC）の
制度を導入したが，これによって各地で持続可能性に問題のある材が流通す
るケースが発生し，批判を浴びることになっている。















　日経エコロジー（2009）によると，RSPO（Roundtable on Sustainable Palm 
Oil）とは熱帯林を保全しつつパーム油を生産・活用するための道を加盟団



























なく，また2011年 ₅ 月末からのモラトリアム⒀でも HTI（Hutan Tanaman In-






























技術的な助言を行う補助機関会合（Subsidiary Body for Scientific and Technologi-
cal Advice: SBSTA）によって， ₂ 年間の検討が行われた。そして2007年の



























































トナーシップ基金（Forest Carbon Partnership Facility: FCPF），国連食糧農業
機関（Food and Agriculture Organization: FAO）や国連開発計画（United Nations 
















を宣言した。Austin, Sheppard, and Stolle（2012）はこのモラトリアムの効果
と限界を分析している。それによると，対象地域には2840万ヘクタールの一
次林と1480万ヘクタールの泥炭地が含まれ，これは92.8ギガトンの CO2に相









　Angelsen et al.（2012）によると，当初 REDD＋は，スターンレビューで










































































　また提供国において遺伝資源へのアクセスと利益配分（Access to Genetic 
Resources and Benefit Sharing: ABS）関連の法律が制定されていなかった場合
にも，利益配分は国際義務であり保証されるべきと途上国は主張し明文化を





































































Panel on Forests: IPF），「森林に関する政府間フォーラム」（Intergovernmental 
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